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平成27年3月期決算の留意事項
有限責任 あずさ監査法人

パートナー	 長岡　正浩
シニアマネジャー	 丹羽　滋正

平成27年3月期決算においては、段階適用されていた平成24年改正退職給付
に関する会計基準の改正事項が全面適用となり、また、複数の実務対応報告等
が適用（予定）されます。本稿では、これらを中心に本 3月決算における留意事
項を取りまとめています。平成 25 年改正企業結合に関する会計基準が、平成
27年 3 月期決算から早期適用可能となっており、この点についても言及してい
ます。
なお、本文中の意見に関する部分は、筆者の個人的な見解であることをあらか
じめお断りしておきます。

 

【ポイント】
◦	�平成 24 年改正退職給付に関する会計基準等の改正項目は、段階的に適用

されてきたが、平成27年3月期決算から、原則として全面適用となって
いることに留意する。

◦	�実務対応報告第30号「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引
に関する実務上の取扱い」の適用開始により、新たな開示が必要になるこ
とに留意する。

◦	�実務対応報告第31号「リース手法を活用した先端設備等投資支援スキーム
における借手の会計処理等に関する実務上の取扱い」の適用開始により、
適用対象となるリース取引を、オペレーティング・リース取引に係る注記
に含める場合があることに留意する。

◦	�平成 26 年度税制改正および平成 27 年度税制改正（執筆時点で改正税法は
未公布）により、法定実効税率が改定となり、繰延税金資産および負債の
測定、また、税制改正の内容により繰延税金資産の回収可能性に影響を与
える場合があることに留意する。

◦	�平成25年改正企業結合に関する会計基準等の改正項目の一部について早
期適用可能となる。早期適用する場合には、早期適用対象の改正項目のす
べてについて同時に適用する必要がある。適用する場合の移行処理に選択
肢が与えられ、会社の実情に応じて判断することに留意する。
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Ⅰ
平成 24 年改正退職給付に関する会計
基準関係および退職給付に関する会
計基準の適用指針とその改正案

企業会計基準委員会より、平成24年5月17日に企業会計基
準第26号「退職給付に関する会計基準」（以下「基準」という）
および企業会計基準適用指針第25号「退職給付に関する会計
基準の適用指針」（以下「指針」という）が、公表されていま
す。これらは「退職給付に係る会計基準」および関連する基準
等を置き換えるものとされています。また、平成26年12月24
日に同指針の改正案が公表されています。

1.	平成24年改正退職給付に関する会計基準関係

（1）	数理計算上の差異および過去勤務費用の処理方法
主な改正事項は次のとおりです。

■	 �積立状況を示す額（退職給付債務から年金資産の額を控除し
た額）をそのまま負債（退職給付に係る負債）または資産（退
職給付に係る資産）として計上する結果、発生する未認識数理
計算上の差異および未認識過去勤務費用については、税効果
を調整のうえ貸借対照表の純資産の部（その他の包括利益累
計額）に計上する（基準13項、24項、25項、27項）。

■	 �数理計算上の差異および過去勤務費用の当期発生額のうち費
用処理されない部分（未認識数理計算上の差異および未認識
過去勤務費用）については、その他の包括利益に含めて計上
する。未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の
うち、当期に費用処理された部分については、その他の包括利
益の調整（組替調整）を行う（基準15 項）。

本改正は、連結財務諸表のみに適用されます。また、3月
期決算会社においては、平成26年3月期の連結貸借対照表上、
既に未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用を、
税効果を調整のうえで貸借対照表の純資産の部（その他の包括
利益累計額）で認識しています。平成27年3月期においては、
その他の包括利益累計額に計上している未認識数理計算上の
差異および未認識過去勤務費用について、会社の会計方針に
従って、その他の包括利益の調整（組替調整）により、費用処
理することになります。また、当期に発生した未認識数理計
算上の差異および未認識過去勤務費用については、税効果を
調整のうえ、その他の包括利益を通じて純資産の部に計上す
ることになります。

この改正は当面の間、個別財務諸表に適用しないものとさ
れています。このため、連結財務諸表作成会社においては、
連結と個別で会計処理が異なりますので、未認識数理計算上
の差異および未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱
いが連結財務諸表と異なる旨を、個別財務諸表に注記します

（基準39項）。

（2）	�退職給付見込額の期間帰属方法を含む退職給付債務お
よび勤務費用の計算方法

退職給付債務および勤務費用の計算方法の改正点に関して、
図表1のとおり改正されています。

退職給付見込額の期間帰属方法は、従来からの期間定額基
準と、本改正で採用された給付算定式基準から選択すること
とされました。給付算定式基準とは、退職給付制度の給付算
定式に従って、各勤務期間に帰属させた給付に基づき見積もっ
た額を退職給付見込額の各期の発生額とする方法とされてい
ます。ただし、勤務期間の後期における給付算定式に従った
給付額が、初期よりも著しく高い水準となるときには、当該期
間の給付が均等に生じるものとみなして補正した給付算定式
に従うものとされています。

本改正は、連結財務諸表および個別財務諸表において、原
則として、平成27年3月期決算から適用となります。したがっ
て、本改正の適用は、会計基準の変更に伴う会計方針の変更
に該当し、所定の注記を行う必要があります。また、適用に
あたっては、過去の期間の財務諸表に対しては遡及処理せず、
適用に伴う会計方針の変更の影響額について、期首利益剰余
金に加減することになります。

（3）	特別損益に計上できる過去勤務費用
規則的な費用処理額が特別損益に計上されることは適当で

はないとの考えにより、過去勤務費用を特別損益に計上でき
るのは発生時に全額費用処理する場合に限定されることが、
明確にされています（図表2参照）。

図表1　退職給付債務および勤務費用の計算方法

改正前 改正後

① �退職給付見
込額の期間
帰属方法

期間定額基準を原則
とする。

期間定額基準と給付
算定式基準の選択適
用（基準 19 項）。

② 割引率 退職給付の見込支払
日までの平均期間を
原則とするが、実務
上は従業員の平均残
存勤務期間に近似し
た年数とすることもで
きる。

退職給付ごとの支払
見込期間を反映する
ものでなければなら
ず、たとえば、支払
見込期間および支払
見込期間ごとの金額
を反映した単一の加
重平均割引率を使用
する方法や、退職給
付の支払見込み期間
ごとに設定された複
数の割引率を使用す
る方法が含まれる（指
針 24 項）。

③ �予想昇給率 合理的に見込まれる
退職給付の変動要因
には「確実に見込ま
れる」昇給等が含ま
れる。

予想される昇給等が
含まれる（基準注 5）。
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（4）	表示・開示関係
数理計算上の差異および過去勤務費用の処理方法に関連し

て、科目名等の改正が行われています（図表3参照）。

また、本改正においては、年金資産に関する事項（年金資産
の主な内訳を含む）、その他の包括利益に計上された数理計算
上の差異および過去勤務費用の内訳の開示の追加など開示項
目の拡充が図られています（基準30項）。確定給付制度の注記
事項については、図表4をご参照ください。

本改正は、平成26年3月期決算の連結財務諸表および個別
財務諸表において、既に適用されています。平成27年3月期
決算では、連結損益及び包括利益計算書または連結包括利益
計算書において、「退職給付に係る調整額」（その他の包括利
益）が表示されます。「退職給付に係る調整額」に関して、そ
の他の包括利益に関する注記が必要となります。

2.	�企業会計基準適用指針公開草案第52号（企業会計基準
適用指針第25号の改正案）「退職給付に関する会計基
準の適用指針（案）」

企業会計基準委員会より、平成26年12月24日に企業会計基
準適用指針公開草案第52号（企業会計基準適用指針第25号の
改正案）「退職給付に関する会計基準の適用指針（案）」が公
表されています。

本改正案は、平成24年1月31日付で、厚生労働省通知の一
部改正が行われ、厚生年金基金および確定給付企業年金にお
ける財務諸表の表示方法の変更が行われたことに対応して、
必要と考えられる改正を行うものです。

なお、本改正案における適用時期は、公表日以後適用する
として、平成27年3月期決算に適用されるよう審議が継続され
ています。本改正案の主な概要は、図表5、図表6に示すとお
りです。改正案に基づく説明となりますので、改正時には異な
る箇所が生じる可能性がある点については、あらかじめご容
赦ください。

Ⅱ 実務対応報告第30号

企業会計基準委員会より、平成25年12月25日に実務対応報
告第30号「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取
引に関する実務上の取扱い」が公表されています。本実務対応
報告は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に
信託を通じて自社の株式を交付する取引および受給権を付与
された従業員に信託を通じて自社の株式を交付する取引の会
計処理および開示に関する当面の取扱いを定めるものです。

平成27年3月期決算においては、実務対応報告第30号が適
用されます。本実務対応報告により、会計処理が明確になり
ましたが、本実務対応報告の適用前に締結された信託契約に
ついては、従来採用していた方法を継続することができます。
本実務対応報告の対象取引を行っている会社にあっては、会
計基準の変更に伴う会計方針の変更に該当し、本実務対応報
告の適用に際しては、所定の注記を行う必要があるとともに、
新たな開示事項が要求されることになります。

図表2　特別損益に計上できる過去勤務

改正前 改正後

新たに退職給付制度を採用し
たとき又は給付水準の重要な
改訂を行ったときに発生する
過去勤務債務に係る当期の費
用処理額が重要であると認め
られる場合には、当該費用処
理額を特別損失として計上する
ことができる。 

新たに退職給付制度を採用し
たとき又は給付水準の重要な
改訂を行ったときに発生する
過去勤務費用を発生時に全額
費用処理する場合などにおい
て、その金額が重要であると
認められるときには、当該金額
を特別損益として計上すること
ができる。（基準 28 項但し書
き） 

図表3　平成24年改正に伴う科目名等の改正

改正前 改正後

退職給付引当金 退職給付に係る負債※

前払年金費用 退職給付に係る資産※

過去勤務債務 過去勤務費用

期待運用収益率 長期期待運用収益率
※ �個別財務諸表上は、退職給付引当金、前払年金費用の科目名が引き続き使用される。

図表4　�確定給付制度の注記事項（基準30項、適用指針53項～61項）

①	� 退職給付の会計処理基準に関する事項
②	� 企業の採用する退職給付制度の概要
③	� 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
④	� 年金資産の期首残高と期末残高の調整表
⑤	� 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退

職給付に係る負債及び資産の調整表
⑥	� 退職給付に関連する損益
⑦	� その他の包括利益に計上された数理計算上の差異及び過

去勤務費用の内訳※

⑧	� 貸借対照表のその他の包括利益累計額に計上された未認
識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の内訳※

⑨	� 年金資産に関する事項（年金資産の主な内訳を含む）
⑩	� 数理計算上の計算基礎に関する事項
⑪	� その他の退職給付に関する事項
-------------------------------------------------------------------------
②	� 以下は連結財務諸表に注記している場合には、個別財務

諸表において記載することを要しない。
※個別財務諸表では開示を要しない。
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図表6　小規模企業等における簡便法に関する改正案

改正前 改正案

確定給付制度の会計処理
小規模企業等における簡便法

（簡便法による退職給付債務
の計算）

（新設）

確定給付制度の会計処理
小規模企業等における簡便法

（簡便法による退職給付債務の計算：112-2 項）
平成 24 年 1月 31日付で発出された厚生労働省通知により、年金財政計算上の数理債務の額は、厚生年
金基金及び確定給付企業年金の貸借対照表には表示されず、欄外に注記されることとなった（第 72-2 項
参照）。このため、簡便法による退職給付債務の計算にあたり、年金財政計算上の数理債務の額を用いる
場合（第 50 項（2）及び第 51 項（2）参照）には、厚生年金基金及び確定給付企業年金の貸借対照表の
欄外に注記されている「数理債務」の額に基づき退職給付債務を計算することに留意する必要がある。

図表7　実務対応報告第30号の概要と適用時期

概要 適用時期

対象と 
なる取引

従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取
引（従業員持株会型取引）及び自社の株式を受け取ることができる権利（受給権）を付与
された従業員に信託を通じて自社の株式を交付する取引（受給権付与型取引）（3 項、4 項）

平成 26 年 4 月1日以後開始する
事業年度の期首から適用する。
ただし、適用初年度の期首より前
に締結された信託契約に係る会
計処理については、従来採用して
いた方法を継続することができる。

個別財務 
諸表

対象となる信託が所定の要件※を満たす場合、期末に総額法を適用し、信託の財産を企業
の個別財務諸表に計上する（5 項、10 項）。

連結財務 
諸表

連結財務諸表作成上、個別財務諸表における総額法の処理をそのまま引き継ぐ（9 項、
15 項）。

信託の 
取扱い

信託について、子会社又は関連会社に該当するか否かの判定を要しない。 また、信託は
関連当事者に該当しない（9 項、15 項、68 項）。

※所定の要件
①委託者が信託の変更をする権限を有している場合
②�企業に信託財産の経済的効果が帰属しないことが明らかであるとは認められない場合

図表5　複数事業主制度に関する改正案

改正前 改正案

複数事業主制度の会計処理及び開示
（確定拠出制度に準じた場合の開示）
会計基準第 33 項（2）の注記事項である「直
近の積立状況等」とは、年金制度全体の
直近の積立状況等（年金資産の額、年金
財政計算上の給付債務の額及びその差引
額）及び年金制度全体の掛金等に占める自
社の割合並びにこれらに関する補足説明を
いうものとする。
なお、重要性が乏しい場合には当該注記を
省略できる。

（新設）

 
 
 
 
 

（新設）

複数事業主制度の会計処理及び開示
（確定拠出制度に準じた場合の開示：65 項）
会計基準第 33 項（2）の注記事項である「直近の積立状況等」とは、年金制度全体の直近
の積立状況等（年金資産の額、年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金の額との
合計額及びその差引額）及び年金制度全体の掛金等に占める自社の割合並びにこれらに関す
る補足説明をいうものとする。

「年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金の額との合計額」について、厚生年金基
金の場合は両者の合計額となり、確定給付企業年金の場合は代行部分の給付がないため、年
金財政計算上の数理債務の額のみとなる（第 72-2 項及び第 126-2 項参照、[ 開示例 3]）
なお、重要性が乏しい場合には当該注記を省略できる。

（自社の負担に属する年金資産等の計算に用いる合理的な基準：119-2 項）
（前半部分省略）
このため、複数事業主制度の会計処理において、自社の負担に属する年金資産等の計算を行
うときの合理的な基準として、年金財政計算における数理債務の額及び未償却過去勤務債務
の額を用いる場合（第 63 項（2）及び（3）参照）には、厚生年金基金及び確定給付企業年
金の貸借対照表の欄外に注記されている「数理債務」の額及び「未償却過去勤務債務残高」
の額に基づき制度全体の額を算定し、自社の負担に属する年金資産等を計算することに留意
する必要がある。

（確定拠出制度に準じた場合の開示：126-2 項）
（前半部分省略）
なお、年金財政計算上の数理債務の額は、厚生年金基金及び確定給付企業年金の貸借対照
表には表示されず欄外に注記されているため、注記の額を計算するにあたっては、厚生年金基
金及び確定給付企業年金の貸借対照表の欄外に注記されている「数理債務」の額と貸借対照
表に表示されている「最低責任準備金」（負債）の額に基づき注記の額を計算することに留意
する必要がある。
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図表8　実務対応報告第30号の会計処理

従業員持株会型取引 受給権付与型取引

自己株式処分差額
の認識時点

■	� 信託による企業の株式の取得が、企業による自己株式
の処分により行われる場合、企業は信託からの対価の
払込期日に自己株式の処分を認識する（7 項）。

■	� 同左（11 項）

従業員へのポイン
ト割当等の処理

― ■	� 従業員に割り当てられたポイントに応じた株式数に、
信託が自社の株式を取得したときの株価を乗じた金額
を基礎として、費用及びこれに対応する引当金を計上
する（12 項）。

■	� 信託から従業員に株式が交付される場合、信託が自
社の株式を取得したときの株価に交付された株式数を
乗じて算定した額を取崩す（13 項）。

期末における処理 ■	� 信託に残存する自社の株式を自己株式として計上する
（8 項）。

■	� 信託の損益の純額が正の値となる場合には負債に、
負の値となる場合には資産に、それぞれ適当な科目を
用いて計上する（8 項）。

■	� 法的所有者が異なるため、企業の保有する自己株式
と信託が保有する自社の株式の帳簿価額は通算しない

（8 項）。
■	� 企業と信託との間の取引は相殺消去しない（8 項）。
■	� 総額法の適用により計上された自己株式については、

1 株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の
計算において控除する自己株式に含め、1 株当たり純
資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する
自己株式に含める（17 項）。

■	� 信託の資金不足のため、企業に負担可能性がある場
合、負債性の引当金の計上の要否を判断する（8 項）。

■	� 同左（14 項）
 
■	� 同左（14 項）
 
 
■	� 同左（14 項）
 
 
■	� 同左（14 項）
■	� 同左（17 項）
 
 
 
 
―

図表9　実務対応報告第30号の開示項目

連結財務諸表 個別財務諸表

対象となる取引を
行っている場合

■	� 取引の概要（16 項）
■	� 総額法の適用により計上された自己株式について、純

資産の部に自己株式として表示している旨、帳簿価額
及び株式数（16 項）

■	� 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額（16
項）

■	� 同左（16 項）
	� ただし、連結財務諸表における注記と個別財務諸表に

おける注記の内容が同一となる場合には、個別財務諸
表の注記は、連結財務諸表に当該注記がある旨の記
載をもって代えることができる。

株主資本等変動計
算書

■	� 当期首及び当期末の自己株式数に含まれる信託が保有
する自社の株式数（18 項）

■	� 当期に増加又は減少した自己株式数に含まれる信託が
取得又は売却、交付した自社の株式数（18 項）

■	� 配当金の総額に含まれる信託が保有する自社の株式に
対する配当金額（18 項）

■	� 同左（18 項）
	� （ただし、個別財務諸表における当該注記については、

平成 26 年12月24日に企業会計基準委員会より、改
正案が公表されている。詳細は、本稿Ⅵ. 3 参照。）

1株当たり情報 ■	� 総額法の適用により計上された自己株式を、控除する
自己株式に含めている旨並びに期末及び期中平均の自
己株式の数（17 項）

■	� 同左（17 項）
	� （ただし、個別財務諸表における当該注記については、

平成 26 年12月24日に企業会計基準委員会より、改
正案が公表されている。詳細は、本稿Ⅵ. 3 参照。）

従来採用していた
方法を継続する場
合

■	� 取引の概要（20 項）
■	� 当該取引について、従来採用していた方法により会計

処理を行っている旨（20 項）
■	� 信託が保有する自社の株式に関する以下の事項（20項）
	 ①	�信託における帳簿価額
	 ②	�当該自社の株式を株主資本において自己株式として

計上しているか否か
	 ③	�期末株式数及び期中平均株式数
	 ④	�③の株式数を1 株当たり情報の算出上、控除する自

己株式に含めているか否か

■	� 同左（20 項）
	� ただし、連結財務諸表における注記と個別財務諸表に

おける注記の内容が同一となる場合には、個別財務諸
表の注記は、連結財務諸表に当該注記がある旨の記
載をもって代えることができる。
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1.	実務対応報告第30号の概要と適用時期

実務対応報告第30号の概要と適用時期は図表7のとおり 
です。

2.	実務対応報告第30号の会計処理方法

実務対応報告第30号による具体的な会計処理は図表8のと
おりです。

3.	実務対応報告第30号の開示

実務対応報告第30号による開示項目は図表9のとおりです。

Ⅲ 実務対応報告第31号および実務対応 
報告第31号の改正案

企業会計基準委員会より、平成26年6月30日に実務対応報
告第31号「リース手法を活用した先端設備等投資支援スキー
ムにおける借手の会計処理等に関する実務上の取扱い」が公表
されています。本実務対応報告は、平成25年6月14日に閣議
決定された ｢日本再興戦略｣に基づき、経済産業省が制定した

「リース手法を活用した先端設備等導入促進補償制度推進事業
事務取扱要領」第3条第7号におけるリース契約に基づくリー
ス取引に係る借手における会計処理について、これまで公表
されているリース基準との整理、必要と考えられる会計処理
を明確にするものです。

また、企業会計基準委員会より、平成26年11月21日に実
務対応報告公開草案第43号（実務対応報告第31号の改正案）

「リース手法を活用した先端設備等投資支援スキームにおける
借手の会計処理等に関する実務上の取扱い（案）」が公表され
ています。本改正案は、平成26年6月30日に公表された実務
対応報告第31号において、契約変更時の借手の会計上の処理
については、別途定めるとしていたことに対応するものです。
なお、本改正案における適用日は、公表日以後適用するとさ
れています。

1.	実務対応報告第31号の対象と適用時期

実務対応報告第31号の対象と適用時期は図表10のとおり 
です。

2.	実務対応報告第31号の会計処理方法

実務対応報告第31号による具体的な会計処理は図表11のと
おりです。

3.	実務対応報告第31号の開示

実務対応報告第31号による開示項目は図表12のとおりです。

図表10　実務対応報告第31号の対象と適用時期

概要 適用時期

対象と 
なる取引

経済産業省が制定した「リー
ス手法を活用した先端設備等
導入促進補償制度推進事業
事務取扱要領」（平成 26 年
3 月 3 日制定）第 3 条第 7
号におけるリース契約に基づ
くリース取引であり、「リース
手法を活用した先端設備等導
入促進補償制度推進事業実
施要領」（平成 26 年 3 月 3
日制定）第 4 の 4 に基づき
基金設置法人とリース事業者

（貸手）により締結された先
端設備等導入支援契約に基
づくリース取引

公表の日（平成 26
年 6月30日）以後
適用する。

図表12　実務対応報告第31号の開示項目

開示項目

変動型又はハイ
ブリッド型のオ
ペレーティン
グ・リース取引
に係る注記

■	� 企業会計基準第 13 号「リース取引に関
する会計基準」第 22 項に定める解約不
能のものに係る未経過リース料の注記に、
貸借対照表日における借手による合理的
な見積額に基づく変動リース料の未経過
分を含める（9 項）。

その他の事項 ■	� 企業会計基準第 13 号「リース取引に関す
る会計基準」及び企業会計基準適用指針
第 16 号「リース取引に関する会計基準の
適用指針」の定めに従って開示する（15
項）。

図表11　実務対応報告第31号の会計処理

会計処理

リース取
引の判定

■	� リース取引がファイナンス・リース取引に該当す
るか否かについては、企業会計基準適用指針第
16号「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（以下「リース適用指針」という）第 5 項の要件
に基づいて判定する（3 項）。

■	� 再リースに係るリース期間又はリース料を解約
不能のリース期間又はリース料総額に含めるか
否かについては、リース適用指針第11項及び第
12項に従う（4 項）。

■	� リース取引開始日後にリース取引の契約内容が
変更された場合、ファイナンス・リース取引かオ
ペレーティング・リース取引かの判定を再度行う

（5項）。

変動 
リース料

■	� リース取引開始日において、借手により示され
ている合理的な想定稼働量を基礎とした金額を
リース料総額に含める（6 項）。

その他の
事項

■	� 企業会計基準第 13 号「リース取引に関する会
計基準」及びリース適用指針に従って会計処理
する（10項）。
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4.	�実務対応報告公開草案第43号（実務対応報告第31号の
改正案）「リース手法を活用した先端設備等投資支援ス
キームにおける借手の会計処理等に関する実務上の取
扱い（案）」

実務対応報告第31号の改正案として公表された契約変更時
の借手の会計処理は図表13のとおりです。以下の説明は、本
改正案の内容に従っていますので、改正時には異なる箇所
が生じる可能性がある点については、あらかじめご容赦くだ 
さい。

なお、借手の契約変更時の取扱い（本改正案）は、実務対応
報告第31号におけるリース取引にのみ適用されるものであり、
その他のリース取引に係る現行の取扱いに影響を与えるもの
ではないとされています。

Ⅳ 実務対応報告第 5 号および実務対応 
報告第 7 号の改正

企業会計基準委員会より、平成27年1月16日に改正実務対
応報告第5号「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に
関する当面の取扱い（その1）」および改正実務対応報告第7号

「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取
扱い（その2）」が公表されています。

本改正は、平成26年度税制改正における地方法人税の創設
に伴い、連結納税制度を適用した場合における税効果会計に
関して、地方法人税の取扱いを明確にするものです。

実務対応報告第5号および実務対応報告第7号の改正の主な
概要は図表14のとおりです。

これにより、連結納税制度を適用している場合、地方法人
税に係る繰延税金資産の回収可能性の判断は、法人税と同様
に連結所得に基づいて回収可能性を判断することになるため、
繰延税金資産の金額に影響を与える可能性があります。

改正実務対応報告第5号および改正実務対応報告第7号は、
公表日（平成27年1月16日）より即日適用されています。また、
適用にあたっては、会計方針の変更とは取り扱われません。

Ⅴ 平成27年度税制改正関係

平成27年1月14日に閣議決定された ｢平成27年度税制改正
大綱｣ では、一部の黒字企業に税負担が偏っている状況を是正
して、広く負担を分かち合う構造へと改革するために、課税
ベースの拡大等により財源を確保しつつ、法人税率引き下げ
を先行する税改革の方針が示されています。

具体的には、平成27年度を初年度として、以後数年で、法
人実効税率を20％台まで引き下げることを目指すために、平
成27年度では、欠損金繰越控除の見直し、受取配当等益金不
算入の見直し、法人事業税の外形標準課税の拡大等を行い、
法人税率について、現行の25.5％から、平成27年度に23.9％
に引き下げ、大法人向けの法人事業税所得割（地方法人特別
税を含む）について、外形標準課税の拡大にあわせて、現行

図表14　�実務対応報告第5号および実務対応報告第7号の
改正の概要

概要

連結納税主体の連結財務諸表
上、地方法人税に係る繰延税
金資産の回収可能性

■	� 連結納税主体を一体として
判断する旨の記載を追加す
る。

連結納税会社の個別財務諸表
上、地方法人税に係る繰延税
金資産及び繰延税金負債の金
額

■	� 連結納税会社ごとに計算さ
れる旨の記載を追加する。

図表13　実務対応報告第31号の改正案における契約変更
時の借手の会計処理

会計処理

契約内容が変
更された場合
のリース取引
の分類の再判
定の必要性

■	� 契約変更時に、リース分類の再判定を行う。

再判定の方法 ■	� 契約変更後の条件に基づいて、当初のリー
ス取引開始日に遡って判定を行う。

	� この場合、借手が現在価値基準を適用する
場合において現在価値の算定のために用い
る割引率は、契約変更後の条件に基づいて
当初のリース取引開始日における貸手の計
算利子率を知り得る場合は当該利率とし、
知り得ない場合、契約変更後の条件に基づ
いて当初のリース取引開始日における借手
の追加借入に適用されていたであろうと合
理的に見積られる利率とする。

オペレーティ
ング・リー
ス取引から
のファイナン
ス・リース取
引への変更の
処理

■	� 契約変更日より通常の売買取引に係る方法
に準じて会計処理を行う。原則として、次
の①によるが、②とすることもできる。

	 ①	�契約変更後の条件に基づいた将来のリー
ス料を、借手が現在価値基準を適用する
場合に用いた割引率で割り引いた現在価
値と当初のリース取引開始日における借
手の見積現金購入価額とのいずれか低い
額から、契約変更時までの減価償却累
計額相当額を控除した価額でリース資産
を計上する。また、契約変更後の条件に
基づいた将来のリース料を、現在価値基
準を適用する場合に用いた割引率で割り
引いた現在価値でリース債務を計上する。
リース資産とリース債務との差額は、損
益として処理する。

	 ②	�①に従って算定されたリース債務の価額
と同額のリース資産及びリース債務を計
上する。
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7.2％の標準税率を、段階的に平成27年度に6.0％、平成28年
度に4.8％に引き下げ、地方法人特別税の税率について、現
行67.4％を、段階的に平成27年度に93.5％、平成28年度に
152.6％に引き上げることにしています。

これらの改正により、平成27年度税制改正大綱では、国・
地方を通じた法人実効税率（現行34.62％）は、平成27年度に
32.11％、平成28年度に31.33％となるとしています（図表15
参照）。

なお、本稿執筆時点では、国会審議中のため、改正税法の
公布日は明確ではありませんが、平成27年度税制改正大綱の
取扱いを前提として、改正税法が3月末までに公布された場合、
税効果会計に適用される法定実効税率の変更、繰越欠損金に
係る繰延税金資産、連結財務諸表における一時差異の取扱い
等に影響を及ぼす可能性がありますので、今後の改正税法の
動向には留意が必要です。

Ⅵ 単体開示の簡素化による改正案

金融庁より、平成26年3月26日に公布された内閣府令第19
号による財務諸表等規則等の改正と企業会計基準委員会が公
表している会計基準等（適用指針、実務対応報告を含む）の間
に生じた齟齬の解消のため、企業会計基準委員会より、平成
26年12月24日に企業会計基準公開草案第57号（企業会計基準
第1号の改正案）「自己株式及び準備金の額の減少等に関する
会計基準（案）」等の以下の3つの会計基準等の改正案が公表
されています。

なお、3つの会計基準等の改正案における適用時期は、公表
日以後適用するとして、平成27年3月期に適用されるよう審議
が継続されています。以下の説明は、改正案の内容に従って
いますので、改正時には異なる箇所が生じる可能性がある点

については、あらかじめご容赦ください。

1.	�企業会計基準公開草案第57号（企業会計基準第1号の
改正案）「自己株式及び準備金の額の減少等に関する
会計基準（案）」

企業会計基準第1号の改正案の概要は図表16のとおりです。

本改正は、平成26年3月の財務諸表等規則の改正を踏まえ、
個別財務諸表における決議後消却手続を完了していない自己
株式に関する注記の取扱いについて、自己株式に関する注記
が個別財務諸表において開示されないなかで、企業会計基準
第1号の自己株式に関する注記（第22項）のみの開示を求める
趣旨ではないことを明らかにするものです。

図表15　�平成27年度税制改正大綱における大法人の税率の改正案

現行
改正案

平成27年4月1日から平成28年3月31
日までの間に開始する事業年度

平成28年4月1日以後
に開始する事業年度

法人税率 25.5％ 23.9％

法人事業税 
（所得割）（注 1）

7.2％（4.3％） 6.0％（3.1％） 4.8％（1.9％）

地方法人特別税 67.4％ 93.5％ 152.6％

法人実効税率（注 2） 34.62％ 32.11％ 31.33％
（注 1） 法人事業税（所得割）は、課税標準が年 800 万円超の所得の場合。カッコ内は、地方法人特別税等に関する暫定措置法適用後の税率
（注 2） 法人実効税率の計算式 

地方法人税創設前 地方法人税創設後

法定実効税率
法人税率×（1＋住民税率）＋事業税率 法人税率×（1＋地方法人税率＋住民税率）＋事業税率（注）

1 + 事業税率 1 + 事業税率（注）

	   �（注）事業税率には、地方法人特別税が含まれる。 
なお、平成 27 年度税制改正大綱でいう法人実効税率は、企業会計基準委員会では法定実効税率と呼称している。

図表16　�企業会計基準第1号の自己株式に関する注記の改
正案

改正前 改正案

取締役会等による会社の意思
決定によって自己株式を消却
する場合に、決議後消却手続
を完了していない自己株式が
貸借対照表日にあり、当該自
己株式の帳簿価額又は株式数
に重要性があるときは、その
自己株式の帳簿価額、種類及
び株式数を、連結貸借対照表
及び個別貸借対照表に注記す
る。

取締役会等による会社の意思
決定によって自己株式を消却す
る場合に、決議後消却手続を
完了していない自己株式が貸
借対照表日にあり、当該自己
株式の帳簿価額又は株式数に
重要性があるときであって、か
つ、連結株主資本等変動計算
書又は個別株主資本等変動計
算書の注記事項として自己株
式の種類及び株式数に関する
事項を記載する場合（企業会計
基準第 6 号「株主資本等変動
計算書に関する会計基準」第
9 項（1） ② 及 び（2）） には、
決議後消却手続を完了してい
ない自己株式の帳簿価額、種
類及び株式数を当該事項に併
せて注記する。
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2.	�企業会計基準適用指針公開草案第53号（企業会計基準
適用指針第2号の改正案）「自己株式及び準備金の額
の減少等に関する会計基準の適用指針（案）」

企業会計基準適用指針第2号の改正案の概要は図表17のと
おりです。

本改正は、平成26年3月の財務諸表等規則の改正を踏まえ、
個別財務諸表における無償で取得した自己株式に関する注記
の取扱いについて、自己株式に関する注記が個別財務諸表に
おいて開示されないなかで、企業会計基準適用指針第2号の無
償で取得した自己株式に関する注記（第15項）のみの開示を求
める趣旨ではないことを明らかにするものです。

3.	�実務対応報告公開草案第45号（実務対応報告第30号の
改正案）「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付
する取引に関する実務上の取扱い（案）」

実務対応報告第30号の改正案の概要は図表18、図表19のと
おりです。

本改正は、平成26年3月の財務諸表等規則の改正を踏まえ、
個別財務諸表における従業員等に信託を通じて自社の株式を
交付する取引に関する1株当たり情報に関する注記の取扱いお
よび自己株式に関する注記の取扱いについて、1株当たり情報
に関する注記および自己株式に関する注記が個別財務諸表に
おいて開示されないなかで、実務対応報告第30号の第17項お
よび第18項の注記のみの開示を求める趣旨ではないことを明
らかにするものです。

Ⅶ 企業内容等の開示に関する内閣府令の
一部を改正する内閣府令

金融庁より、「企業内容等の開示に関する内閣府令の一部を
改正する内閣府令」が平成26年10月23日に公布されています。

本改正は、平成26年6月24日に閣議決定された「『日本再興
戦略』改訂2014」において、「女性の更なる活躍促進」の提言
がなされたことを踏まえ、有価証券報告書等の「役員の状況」
において、各会社の役員の男女別人数および女性比率の記載
を義務付けるものです。

なお、併せて金融庁より公表された「コメントの概要及びコ
メントに対する金融庁の考え方」では、有価証券報告書を当事
業年度に係る定時株主総会前に提出する場合で、役員の選任
に関する議案が定時株主総会等の決議事項とされている場合
には、役員の選任に関する議案の内容と併せて、定時株主総
会における議案が承認可決されたと仮定した場合の役員の男
女別人数および女性の比率を記載すべきとの考え方が示され
ています。

本改正は、平成27年3月31日以後に終了する事業年度を最
近事業年度とする有価証券届出書及び当該事業年度に係る有
価証券報告書から適用されます。

図表17　�企業会計基準適用指針第2号の無償で取得した自
己株式に関する注記の改正案

改正前 改正案

無償で取得した自己株式の数
に重要性がある場合は、その
旨及び株式数を連結財務諸
表及び個別財務諸表に注記す
る。

無償で取得した自己株式の数
に重要性があり、かつ、連結
株主資本等変動計算書又は個
別株主資本等変動計算書の注
記事項として自己株式の種類
及び株式数に関する事項を記
載する場合（企業会計基準第
6 号「株主資本等変動計算書
に関する会計基準」第 9 項（1）
②及び（2））には、その旨及び
株式数を当該事項に併せて注
記する。

図表18　�実務対応報告第30号の1株当たり情報の注記の改
正案

改正前 改正案

なお、1 株当たり情報に関す
る注記において、第 8 項（1）
又は第 14 項（1）において計
上された自己株式を、控除す
る自己株式に含めている旨並
びに期末及び期中平均の自己
株式の数を注記する。

なお、1 株当たり情報に関する
注記を記載する場合には、第
8 項（1）又は第 14 項（1）に
おいて計上された自己株式を、
控除する自己株式に含めている
旨並びに期末及び期中平均の
自己株式の数を注記する。

図表19　�実務対応報告第30号の自己株式に関する注記の
改正案

改正前 改正案

第 3 項又は第 4 項の取引を
行っている場合、各期におい
て、以下を株主資本等変動計
算書に注記する。

第3項又は第4項の取引を行っ
ており、かつ、連結株主資本
等変動計算書又は個別株主資
本等変動計算書の注記事項と
して自己株式の種類及び株式
数に関する事項、並びに配当
に関する事項を記載する場合

（企業会計基準第 6 号「株主
資本等変動計算書に関する会
計基準」第 9 項（1）②及び④
並びに（2））には、当該事項
に併せて以下を注記する。
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Ⅷ 決算短信・四半期決算短信作成要領 
等の改正

東京証券取引所は、平成26年6月24日に閣議決定された
「『日本再興戦略』改訂2014」のなかで、「IFRSの任意適用企業
の拡大促進」として、上場企業に対して、会計基準の選択に関
する基本的な考え方（たとえば、IFRSの適用を検討している
かなど）について、投資家に説明するよう東京証券取引所から
促すこととされたことから、決算短信に記載を求めることを上
場企業に通知し、決算短信・四半期決算短信作成要領等を改
正しました。

本改正により、「決算短信の一律に記載を要請している事項」
の1つとして、(e) 「会計基準の選択に関する基本的な考え方」
が追加され、たとえば、IFRSの適用を検討しているか（その
検討状況、適用予定時期など）を記載することが求められてい
ます。

なお、本記載は、平成27年3月31日以後に終了する通期決
算に係る決算短信から開示することになります。

Ⅸ 会社法改正関係

第186回通常国会にて、「会社法の一部を改正する法律」が
平成26年6月20日に成立し、平成26年6月27日に公布され
ています。改正会社法は、株式会社をめぐる最近の社会経済
情勢に鑑み、社外取締役等による株式会社の経営に対する監
査等の強化ならびに株式会社およびその属する企業集団の運
営の一層の適正化等を図るための措置を講じようとするもの 
です。

改正会社法の公布に伴い、法務省より、平成26年11月25日
に ｢会社法の改正に伴う会社更生法施行令及び会社法施行規
則等の改正意見募集｣が公表されています。当該意見募集にお
いては、改正会社法の施行日は平成27年5月1日とすることが
明示され、平成27年1月23日に施行日を平成27年5月1日とす
る「会社法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令」が
公布されています。

改正会社法の施行日は平成27年5月1日ですが、経過措置に
おいて、施行日以後に作成される事業報告については、改正
後の会社法施行規則第124条第2項および第3項の規定を適用
するとされていますので、事業年度の末日において監査役会
設置会社（公開会社であり、かつ大会社に限る）であって金融
商品取引法第24条第1項の規定により、その発行する株式に
ついて有価証券報告書を内閣総理大臣に提出しなければなら
ない会社が社外取締役を置いていない場合には、株式会社の
会社役員に関する事項として、社外取締役を置くことが相当
でない理由を事業報告に含めなければならないとされていま

す。また、当該理由は、社外監査役が二人以上あることのみ
をもって理由とすることはできず、当該監査役会設置会社の
当該事業年度における事情に応じた記載が求められています。

Ⅹ 平成 25 年改正企業結合に関する会計
基準関係

企業会計基準委員会より、平成25年9月13日に企業会計基
準第21号「企業結合に関する会計基準」および関連する他の会
計基準等の改正が公表されています。また、これらの改正を
受けて、日本公認会計士協会より、平成26年2月24日に会計
制度委員会報告第7号 ｢連結財務諸表における資本連結手続に
関する実務指針｣等の実務指針の改正が公表されています。

これらの平成25年改正企業結合会計基準等は、平成27年4
月1日以後開始する事業年度から適用されますが、平成27年3
月期決算においても早期適用が認められている改正項目があ
ります。早期適用には条件があり、平成27年3月期において、
早期適用する場合には、図表20の（4）①表示関係を除いて、
すべて同時に適用する必要があります。

1.	平成25年改正企業結合に関する会計基準

主な改正事項、その概要および早期適用等は図表20のとお
りです。

（1） 非支配株主（少数株主）との取引
（2） 取得関連費用の取扱い
（3） 暫定的な会計処理の確定の取扱い
（4） 表示・開示関係

2.	�平成25年改正企業結合に関する会計基準等に関する平
成27年3月期の留意事項

（1）	 非支配株主との取引の改正
本改正は、支配が継続している場合（たとえば、支配獲得後

の子会社株式の追加取得、支配獲得後の支配を喪失しない子
会社株式の一部売却など）、子会社に対する親会社の持分変動
により生じた差額を連結財務諸表上、資本剰余金とするもの
です。つまり、本改正の適用対象となる非支配株主との取引
は、従来ののれんの計上や子会社株式売却損益の計上に代わ
り、資本剰余金を計上することになります。ただし、一部売却
等の場合には、従来は売却持分に対応するのれんを減額して
いましたが、本改正では、当該のれんを減額処理しないとさ
れています。また、売却に関連する法人税等は、資本剰余金
から控除されます。

対象取引は資本剰余金として処理することになりますが、
連結会計年度末において、当該取引による資本剰余金が借方
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残、つまり、負の値となり、さらに、連結財務諸表における資
本剰余金全体が負の値となる場合には、連結会計年度末にお
いて、資本剰余金を零として、当該負の値を利益剰余金から
減額するとされています。

また、本改正の対象である支配が継続している場合の非支
配株主との取引は、連結キャッシュ・フロー計算書において
は、財務活動によるキャッシュ・フローに分類されます。

過去の期間における本改正への移行方法としては、①過去
の期間のすべてに新たな会計方針を遡及適用した場合の累積
的影響額を適用初年度の期首の資本剰余金および利益剰余金
に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用する方法
又は②新たな会計方針を、適用初年度の期首から将来にわたっ
て適用する方法が、選択肢として認められています。

（2）	 取得関連費用の取扱いの改正
個別財務諸表において、金融商品会計に関する実務指針に

より取得原価に含められた金額について、連結財務諸表にお
いて、取得関連費用とされるものは、発生した事業年度の費
用として処理することとなります。

過去の期間における本改正への移行方法については、「（1）

非支配株主との取引の改正」と同様で、2つの選択肢が認めら
れています。会社でどちらか一方の方法を選択することが可
能です。

（3）	 暫定的な会計処理の確定の取扱いの改正
本改正の早期適用は、平成26年4月1日以後開始する事業年

度の期首以後実施される企業結合から適用できるとされてい
ますが、改正の対象となる企業結合に係る処理は、暫定処理
が確定する翌年度となることから、平成27年3月期において
は、対象となる企業結合の特定が行われるだけです。したがっ
て、平成26年4月1日以後開始する事業年度の期首より前に実
施された企業結合の暫定的な会計処理の確定が、平成26年4
月1日以後開始する事業年度において行われた場合には、損益
影響額を特別損益に計上することになります。

（4）	 表示・開示関係の改正
① 表示関係

本改正は、早期適用が認められていません。

図表20　平成25年改正企業結合に関する会計基準等の主な改正事項と適用時期等

概要 適用時期

（1） 支配が継続している場合（子会社株式の追加取得、一部売却又
は子会社の時価発行増資等の場合）の子会社に対する親会社
の持分変動については、損益取引ではなく、資本取引として資
本剰余金に計上する（連結財務諸表に関する会計基準 28 項か
ら 30 項）。

平成26年4月1日以後開始する事業年度の期首から適用できる。 
過去の期間のすべてに新たな会計方針を遡及適用した場合の累
積的影響額を適用初年度の期首の資本剰余金および利益剰余
金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用する。た
だし、新たな会計方針を、適用初年度の期首から将来にわたっ
て適用することができる。

（2） 企業結合における取得関連費用は、取得原価に含めるのではな
く、発生した事業年度の費用として処理する（基準 26 項）。

同上。

（3） 暫定的な会計処理の確定が企業結合の翌年度に行われた場合、
影響額を翌年度の特別損益とするのではなく、企業結合年度の
取得原価の配分額の見直しに反映する（基準注 6）。

平成 26 年 4 月1日以後開始する事業年度の期首以後実施され
る企業結合から適用できる。

（4） ①	�表示関係（表示科目名の改正）

改正前 改正後

少数株主持分 非支配株主持分

少数株主損益調整前
当期純利益

当期純利益

当期純利益 親会社株主に帰属する当
期純利益

少数株主損益 非支配株主に帰属する当
期純利益

（連結会計基準 26 項及び 39 項）

①	�表示関係（表示科目名の改正）
	 早期適用不可。

②	�開示関係
	 ☆ �非支配株主との取引に係る親会社の持分変動に関する事

項の注記（基準 52 項（4））

②	�開示関係
	 早期適用可能。

	 ☆ �取得関連費用に係る注記（基準 49 項（3）④）
	 ☆ �暫定的な会計処理の確定に伴う注記（基準 49-2 項）

	� 早期適用可能。
	� 連結財務諸表における注記と個別財務諸表における注記

が同じとなる場合には、個別財務諸表においては、連結財
務諸表に当該注記がある旨の記載をもって代えることがで 
きる。
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② 開示関係
上記（4）①表示関係を除いた本改正の早期適用については、

会計基準の変更に伴う会計方針の変更に該当することから、
所定の注記を行う必要があります。

（ⅰ）	�非支配株主との取引に係る親会社の持分変動に関する
事項の注記

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動に関する事項
の注記として、非支配株主との取引によって増加又は減少し
た資本剰余金の主な変動要因および金額の注記が求められて
います。なお、個別財務諸表においては当該注記を必要とし
ません。

（ⅱ）	�取得関連費用に係る注記
取得関連費用に係る注記として、主要な取得関連費用の内

容および金額の注記が求められています。当該注記は、連結
財務諸表および個別財務諸表に適用されますが、連結財務諸
表における注記と個別財務諸表における注記が同じとなる場
合には、個別財務諸表においては、連結財務諸表に当該注記
がある旨の記載をもって代えることができます。

（ⅲ）	暫定的な会計処理の確定に伴う注記
暫定的な会計処理の確定に伴う注記として、取得原価の当

初配分額に重要な見直しがなされた場合、当該見直しがなさ
れた事業年度において、その見直しの内容および金額の注記
が求められています。連結財務諸表と個別財務諸表における
注記の取扱いは、上記（ⅱ）の取得関連費用に係る注記と同様
です。ただし、平成27年3月期決算においては、上記「（3）暫
定的な会計処理の確定の取扱いの改正」で記述したように、対
象となる企業結合の特定が行われているだけなので、当該注
記が行われることはありません。

Ⅺ
実務対応報告公開草案第44号（実務
対応報告第18号の改正案 ）｢連結財
務諸表における在外子会社の会計処
理に関する当面の取扱い（案）｣

企業会計基準委員会より、平成26年12月24日に実務対応報
告公開草案第44号（実務対応報告第18号の改正案）｢連結財
務諸表における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い

（案）｣が公表されています。
なお、本改正案の適用日は、平成27年4月1日以後開始する

連結会計年度の期首から適用するとされていますが、早期適
用も可能とされ、平成27年3月期から適用できるよう審議が継
続されています。以下の説明は、本改正案の内容に従ってい
ますので、本改正時には異なる箇所が生じる可能性がある点
については、あらかじめご容赦ください。

1.	改正案の概要

本改正案の概要は図表21のとおりです。

2.	早期適用および経過規定

早期適用および経過規定は図表22のとおりです。

図表21　改正案の概要

改正前 改正案

（1） �のれんの償却
　　�在外子会社におけるのれ

んは、連結決算手続上、
その計上後 20 年以内の
効果の及ぶ期間にわたっ
て、定額法その他の合理
的な方法により規則的に
償却し、当該金額を当期の
費用とするよう修正する。

（1） �のれんの償却
　　�在外子会社において、の

れんを償却していない場
合には、連結決算手続上、
その計上後 20 年以内の
効果の及ぶ期間にわたっ
て、定額法その他の合理
的な方法により規則的に
償却し、当該金額を当期の
費用とするよう修正する。

（6） �少数株主損益の会計処理
　　�在外子会社における当期

純利益に少数株 主損益
が含まれている場合には、
連結決算手続上、当該少
数株主損益を加減し、当
期純利益が親会社持分相
当額となるよう修正する。

（削除）

図表22　早期適用および経過規定

早期適用 経過規定

｢少数株主損益の会計処理｣
に関する取扱いを除き、公表
後最初に終了する連結会計年
度の期首から適用することがで
きる。
早期適用する場合、連結会計
年度中の第 2 四半期連結会計
期間以降からも適用すること
ができる。この場合であっても、
右記の経過的な取扱いは、連
結会計年度の期首に遡って適
用する。

適用初年度の期首に連結財務
諸表において計上されているの
れんのうち、在外子会社が平成
26 年1月に改正された FASB-
ASC Topic350 に基づき償却
処理を選択したのれんについて
は、企業結合ごとに以下のい
ずれかの方法を適用する。
①	�連結財務諸表におけるのれ

んの残存償却期間に基づき
償却する。

②	�在外子会社が採用する償却
期間が連結財務諸表におけ
るのれんの残存償却期間を
下回る場合に、当該償却期
間に変更する。この場合、
変更後の償却期間に基づき
将来にわたり償却する。
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Ⅻ
「金融商品会計に関する実務指針」 
および「金融商品会計に関するQ&A」
の改正（公開草案）

日本公認会計士協会より、平成27年2月6日に会計制度委員
会報告第14号「金融商品会計に関する実務指針」および「金融
商品会計に関するQ&A」の改正についての公開草案が公表さ
れています。

本改正は、企業会計基準委員会においてヘッジ会計の限定
的な見直しをテーマとしてヘッジ関連規定の修正の検討が行
われ、その結果として「異なる商品間でのヘッジ取引」および

「ロールオーバーを伴う取引に関するヘッジ会計の適格性」の
2つの論点に関連して、日本公認会計士協会に改正の検討依
頼があり、日本公認会計士協会において検討が行われた結果、
公開草案が公表されたものです（図表23参照）。

なお、現行の取扱いを明確化するためのものであるため、
確定版の公表日以降に適用することが予定されています。

本稿に関するご質問等は、以下の者までご連絡くださいま
すようお願いいたします。

有限責任 あずさ監査法人
Kessan-Ryuijiko@jp.kpmg.com

監査品質管理部
パートナー　長岡　正浩

監査・不正リスク対応室
シニアマネジャー　丹羽　滋正

図表23　�「金融商品会計に関する実務指針」および「金融商
品会計に関するQ&A」改正案の概要

項目 改正案

異なる商品間での
ヘッジ

他に適当なヘッジ手段がない場合には、事
前の有効性の予測を前提として、ヘッジ対
象と異なる類型のデリバティブ取引をヘッ
ジ手段とすることができることについて、そ
の取扱いは明確であることを周知するため
の一文の追加・結論の背景の新設が提案さ
れている（会計制度委員会報告第 14 号「金
融商品会計に関する実務指針」第 143 項、
第 314-2 項）。

ロールオーバーを
伴う取引に関する
ヘッジ会計の適
格性

ロールオーバーの一例として、当初、6 ヵ月
後に輸入を予定しているある商品の仕入価
格の変動リスクをヘッジするため、輸入の
見込時期に合わせた商品スワップ契約を締
結していたところ、船積みの遅延から1ヵ
月程度、到着が遅れることが明らかとなっ
たため、元の商品スワップ契約を満期に決
済し、改めて到着見込時期の価格変動を
ヘッジする新たな商品スワップ契約を締結
するようなケースがある。このようなケース
では、引き続き当初のヘッジ指定時に特定
された予定取引の実行が見込まれることか
ら、元の商品スワップ契約の満期決済は
ヘッジの中止に該当し、それまでに繰り延
べたヘッジ手段に係る損益又は評価差額に
ついては、ヘッジ対象に係る損益が純損益
として認識されるまで引き続き繰り延べるこ
ととなるが、その取扱いは明確であることを
周知するため、Q の新設が提案されている

（「金融商品会計に関する Q&A」Q59-2）。

mailto:masahiro.nagaoka@jp.kpmg.com
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